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障害者に対する職場実習に係る注意事項 

（就労支援機関等） 

 

 

労働局に対し、障害者職場実習推進事業による職場実習希望申入れを行う際には、以下の注意事

項をご了承ください。 

  なお、労働局に対し、職場実習希望申し入れを行う場合の職場実習の取扱いは、下記によること 

となりますが、各就労支援機関等が職場実習受入候補事業所リストを基に独自に行う職場実習の取 

扱いは各就労支援機関等において調整をお願いします。 

 

 

1 実習対象者 

実習対象者は、就職を希望しているものの、企業での就業経験が不足している、又は離職

後相当の期間が経過していること等により直ちに雇用へ移行することが困難な障害者であっ

て、就労支援機関等の支援を受けている者のうち、労働局が職場実習を実施することが適当

と認めた者とします。 

 

 ２ 実習実施事業所 

実習実施事業所は、職場実習受入の意思があるものとして「職場実習受入候補事業所リス

ト」に記載されている事業所とします。 

 

 ３ 実習受入事業所での実習期間、実習日数及び時間 

実習受入事業所での実習日数及び時間は、実習対象者の状態や作業内容等に応じて実習受

入事業所と就労支援機関等が協議のうえ設定するものとするが、事業所での実習期間は、１

週間から１か月の間で設定するものとし、実習日数については、原則として５日から１０日

の間で設定するとともに、実習時間については、１日につき３時間程度から当該事業所の所

定労働時間を超えない範囲内で設定する。なお、実習日数及び１日あたりの実習時間は、実

習対象者の状態に応じ段階的に増やすことができるものとします。 

 

 ４ 職場実習の調整依頼 

就労支援機関等は、労働局に実習の調整を希望する場合は、実習開始希望日の 1 か月前ま

でに、労働局に対して「職場実習実施希望届」を提出するものとします。 

 

５ 職場実習の実施 

上記１に定める実習対象者に対する職場実習を実施する際は、職場実習受入先事業所と調

整の上、実習対象者ごとに「職場実習実施計画書」を作成するものとします。 

 



 ６ 職場実習期間中の実習対象者の管理 

実習期間中における実習対象者の管理監督は、原則として、実習対象者が利用する就労支

援機関等が職場実習受入事業所の実習支援員と連携、協力して実施するものとします。 

 

 ７ 職場実習実施結果報告 

職場実習受入事業所と実習対象者が利用する就労支援機関等は、原則として、実習終了後 1

か月以内に「職場実習実施結果報告書」を作成し、就労支援機関等から労働局へ提出するも

のとします。 

 

 ８ 賃金等 

実習対象者に対しては、労働局及び職場実習受入事業所から賃金及び諸手当等は一切支給

しないものとします。 

 

９ 遵守事項 

（１）就労支援機関等及び実習対象者は、実習実施に際し知り得た秘密を実習期間中及び実習終

了後も第三者に口外してはならないことといたします。 

（２）実習の期間中において、実習対象者と労働局及び実習対象者と職場実習受入事業所との間

には、雇用関係その他身分関係については一切生じないものとします。 

（３）就労支援機関等及び実習対象者の通勤途上の事故等については、労働局は一切その責を負

わないものとします。 

 

10 損害賠償等 

実習対象者が就労支援機関等及び職場実習受入事業所に損害を与えた場合、労働局に重大

な過失がない限り、労働局は一切の責任を負わないものとします。 

 

 11 実習対象者等の関係者への周知等 

実習対象者及びその保護者等の関係者に対する本実習に関する事項の周知等に係る対応に

ついては、就労支援機関等が行うものとします。 

 

12 協議 

職場実習の実施に関して疑義が生じた場合には、その都度、就労支援機関等と労働局が協

議のうえ定めるものとします。 

 

 


